





















































8　Ohlson は 1989 年時点で上記の各３要因を確率変数とみなし、各変数ごとに撹乱項
を付加した線形多項式を考えている。（ラグ付回帰）これが 2005 年に 0 を含む 3 × 3 の
１次変換行列に撹乱項部分行列を加算するようなモデルとして精緻化され、さらに１次






























































は利益および残余利益を 2 × 1 の列行列とした場合、確率変数を考慮しない t
→ t+1の異時点間モデルを考える。（併せて１次変換の2× 2行列も考える。17）
この時の（優位）固有値がγであることから、γが利益成長を抑制する機能を
有する（γに収束する）ことがわかる。なお、脚注 17 に記した R－ r・k の
















17　本稿では 2 × 2 の行列を記述する代わりに、この１次変換行列の 2 × 1 の行ベクトル


































でもふれたように、Ohlson［2006］は「その他情報」を「3 × 3 の１次変換
行列に撹乱項部分行列を加算するようなモデル」を線形情報ダイナミックス
(Information･Dynamics･ ,LID) として提示した。21　このダイナミックスにお











21　変換後の行列ならびに撹乱項として付加される行列（いずれの行列も 3 × 1 行
列）には、いずれも ~（チルダ）すなわち確率変数であることを示す記号が付されてい
る。このことから、FOモデルそのものを含む一連の「その他情報」に関する研究は、























デルの各項に乗じられ、t 期から t+1 期に経過する間に、撹乱項が不確実性を
排除し、何らかの値として結実してゆくのである。26　
24　Et［X~･t+1］=･R･xt･－･r・dt･+･v1t･+･v2t･（~ は確率変数であることを示す。R=r+1 で
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